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資 料 ７資 料 ７資 料 ７資 料 ７
独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構「中期目標」、「中期計画」、「年度計画」比較表

中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
駐留軍等労働者（独立行政法人駐留軍等労働者労 独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 以下 機 平成１４年度は、独立行政法人駐留軍等労働者労務管（ 「

務管理機構法（平成１１年法律第２１７号）第３条 構」という ）は、駐留軍等労働者（独立行政法人駐 理機構（以下「機構」という ）の設立初年度となるこ。 。
に規定する駐留軍等労働者をいう。以下同じ ）の雇 留軍等労働者労務管理機構法（平成１１年法律第２１ とから、業務の円滑な移行を図るとともに、中期計画に。
入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚生に関する ７号）第３条に規定する駐留軍等労働者をいう。以下 定めた業務を適正かつ確実に実施するため、以下に掲げ
業務は、日米安全保障条約等に基づく我が国の義務 同じ ）の雇入れ、提供、労務管理、給与及び福利厚 る計画に従って業務を実施するものとする。。
履行に係るものである 当該業務は これまで国 防 生に関する業務を行うことにより、駐留軍等及び諸機。 、 （
衛施設庁のことをいう。以下同じ。)及び関係都道府 関（防衛庁設置法（昭和２９年法律第１６４号）第５
県が約５０年にわたり実施してきたものである。独 条第２５号に規定する駐留軍等及び諸機関をいう。以
立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構（以下「機 下同じ ）に必要な労働力の確保を図ることを目的と。
構」という ）は、この業務の一部について、駐留軍 しており、これらの業務の運営に当たっては、駐留軍。

（ 。等労働者の雇用主である国と密接な連携を図りなが 等労働者の雇用主である国 防衛施設庁のことをいう
ら確実に履行しなければならない。 以下同じ ）と連携を図りつつ、独立行政法人制度の。
また、機構は、独立行政法人制度の趣旨を踏まえ 趣旨を踏まえ、中期目標に従った業務を確実に実施す

業務運営の効率化や業務の質の向上に努める必要が る｡
あり、本中期目標期間中の業務運営に関する目標に
ついて、次のとおり設定する。

第１ 中期目標の期間
機構の中期目標の期間は、平成１４年４月１

日から平成１８年３月３１日までの４年間とす
る。

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため １ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとる
機構の業務運営に当たっては、以下の各事項 とるべき措置 べき措置

に関し具体的措置を講ずることにより、効率化
を図るものとする。

１ 経費の抑制 １ 経費の抑制 (1) 経費の抑制
業務運営の効率化による経費の抑制について 一般管理費 公租公課等の固定的経費を除く 一般管理費（公租公課等の固定的経費を除く ）（ 。） 。

は、一般管理費（公租公課等の固定的経費を除 について対前年度比で１％抑制する。 について、下記の措置を講ずることにより、経費の
く ）について対前年度比で１％抑制すること。 具体的には、下記の措置を講ずる。 抑制を図る。。

(1) 事務のマニュアル化、オンライン化を促進す ア 事務のマニュアル化
ることにより、事務の簡素化・効率化を図る。 本部において、各支部の事務の簡素化・効率化

を図るため、支部業務の実態を把握し、マニュア
ルの素案作成に着手する。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
イ 事務のオンライン化
機構内のＯＡシステムを活用し、職員間の情報
の共有化等を図るとともに事務の迅速化を図る。

(2) 各種報告の必要性 報告方法の見直しにより ウ 各種報告の必要性、報告方法の見直し、 、
（ 、事務の省力化・効率化を図る。 支部の業務のうち本部への各種報告 労務管理

労務給与、労務厚生関係）を洗い出し、その要否
及び方法について検討を開始する。

(3) 事務用品の再利用化、室温の適温管理、昼休 エ 事務用品の再利用化等
み等の消灯の励行、電子機器購入に当たっての 事務用品の再利用化、室温の適温管理、昼休み
省エネ機器導入の促進により、経費の抑制を図 等の消灯の励行等について周知徹底を図るととも
る。 に、新規調達に当たっては、省エネ機器の導入の

促進を図る。

(4) 契約に関する業務については、従来、都県単 オ 一括購入及び割引制度の利用
位で実施していたところであるが、一つの組織 一般管理物品のうち可能なものについて、一括
体（本部・支部）となることを契機に、一括購 購入や割引制度を利用する。
入や割引制度の利用により、契約単価の削減を
図る。

(5) 人件費については 「２ 業務運営体制の整、
備」の実施状況を踏まえて抑制を図る。

２ 業務運営体制の整備 ２ 業務運営体制の整備 (2) 業務運営体制の整備
機構の業務運営全般について点検し、見直しを (1) 本中期目標の期間において、支部の業務運営 ア 本部において、支部の業務の点検方法について
行うことにより業務運営の効率化を図ること。 の効率化を重点項目として、業務の実施状況を 検討する。

点検の上、実施方法について見直しを行うこと
により業務運営の効率化を図る。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
(2) 上記(1)の業務点検及び見直しに併せ、支部組
織について見直しを行う。
（参考）
沖縄県に所在する支部について、統合を含め

検討を行う。

(3) 駐留軍等労働者の制服及び保護衣の購入契約 イ 駐留軍等労働者の制服及び保護衣の購入契約及
及び在庫管理の方法について、見直しを行う。 び在庫管理の方法について、契約単価削減及び費

用対効果の観点から検討を行う。

３ 職員の意識の高揚 ３ 職員の意識の高揚 (3) 職員の意識の高揚
個々の業務の効率化に係る職員の意識（コス (1) 業務の効率化に係る講演会の開催、各職場へ ア 外部有識者による業務運営の効率化に関する講
ト意識等）の高揚を図るとともに、アイデアを の効率化目標の掲示等を行うことにより、職員 演会を年１回以上開催する。
募集し、積極的に活用することにより事務の簡 の意識の高揚を図る。 また、経費の節約及び業務の改善を目的とした
素化を図ること。 ポスターを本部及び各支部の各執務室に掲示する

ことにより、業務の効率化に関する職員の意識の
高揚を図る。

(2) 職員から、経費の節約及び業務の改善に係る イ 本部に事務改善委員会を設置するとともに、職
提案を募集し、積極的に活用する。 員から経費の節約及び業務の改善に係る提案を募
このため、事務改善委員会を設置し、優秀な 集する。募集のあった提案について審査の上、優

提案に対しては、表彰を行う。 秀なものについて表彰を行うとともに、速やかに
活用するよう措置する。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の ２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質
の質の向上に関する事項 質の向上に関する目標を達成するためとるべき措 の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

置

１ 駐留軍等労働者の募集 １ 駐留軍等労働者の募集 (1) 駐留軍等労働者の募集
駐留軍等及び諸機関（防衛庁設置法（昭和２ 駐留軍等及び諸機関からの労務要求に対し、労 機構設立後速やかにホームページを開設し、求人
９年法律第１６４号）第５条第２５号に規定す 務要求書受理後一か月以内に資格要件を満たす者 情報を広く提供するとともに、インターネットによ
る駐留軍等及び諸機関をいう ）からの労務要求 を駐留軍等及び諸機関に紹介する率を、中期目標 る求職照会及び応募システムを構築する。。
に迅速かつ的確に対応するため、労務要求書受 期間において９０％以上とする。
理後一か月以内に資格要件を満たす者を駐留軍 この目標を達成するため、特に求人の職種（特
等及び諸機関に紹介する率を現状より向上させ 殊技能職）の求職者を確保する必要があることか
ること。 ら、機構設立後速やかにホームページを開設し求

人情報を広く提供するとともに、インターネット
による求職照会及び応募システムを構築する。

２ 駐留軍等労働者の福利厚生施策 ２ 駐留軍等労働者の福利厚生施策 (2) 駐留軍等労働者の福利厚生施策
(1) 駐留軍等労働者の福利厚生については、駐 (1) 駐留軍等労働者の福利厚生については、駐 ア 駐留軍等労働者の多様化する要望に応えるた
留軍等労働者の多様化する要望に応えられる 留軍等労働者の多様化する要望に応えるため め、福利厚生の項目を増やし、生活様式に合わ、
施策を導入すること。 福利厚生の項目を増やし、生活様式に合わせ せて幅広く選択できるシステムを含む新たな施

て幅広く選択できるシステムを含む新たな施 策を検討する。
策を検討し、実施する。

(2) 駐留軍等労働者の制服及び保護衣について (2) 駐留軍等労働者の制服及び保護衣について イ 駐留軍等労働者の制服及び保護衣について、バ、 、
早期に貸与できる方法を検討し、導入するこ バウチャーシステムその他の早期に貸与でき ウチャーシステム（引換券システム）その他の早
と。 る方法を検討し 中期目標期間中に導入する 期に貸与できる方法を検討する。、 。

３ 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に ３ 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係 (3) 駐留軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る
係る調査、分析、改善案の作成 る調査、分析、改善案の作成 調査、分析、改善案の作成

国の行政施策の企画立案に資するため、駐留 (1) 国の行政施策の企画立案に資するため、国
軍等労働者の給与その他の勤務条件等に係る調 家公務員及び民間事業の従事員における給与
査、分析、改善案の作成を行い、中期目標期間 その他の勤務条件を考慮し、次に掲げる課題

、 、 、の終期までに改善案を国に提示すること。 について調査 分析し 改善案の作成を行い
中期目標期間の終期までに国に提示する。
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
ア 駐留軍等労働者の定年制度の在り方 ア 駐留軍等労働者の定年制度の在り方
目的… 公的年金制度の改正に伴う雇用 駐留軍等労働者の定年制度の在り方について検

と年金の連携を図り得る仕組みを 討を行うため、民間企業等の実態を調査し、その
整備する観点から定年延長を含む 分析を行う。
定年制度の在り方について調査、
分析し、改善案を作成

イ 駐留軍等労働者の給与制度の在り方 イ 駐留軍等労働者の給与制度の在り方
目的… 国家公務員の俸給体系の見直し 駐留軍等労働者の給与制度の在り方について検

を踏まえ、各種手当の在り方を含 討を行うため、民間企業等の実態を調査し、その
む給与制度全般について調査、分 分析を行う。
析し、改善案を作成

(2) 上記(1)のほか、国との連携の下、必要とな ウ 上記ア及びイのほか、国との連携の下、必要と
る課題について調査、分析し、改善案の作成 なる課題について調査、分析し、改善案の作成を
を行う。 行う。

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び。）
運営費交付金を充当して行う事業について、 資金計画
「第 ２ 業務運営の効率化に関する事項」で 別紙１～別紙３のとおり
定めた事項について配慮した中期計画の予算を
作成し 当該予算の範囲で業務運営を行うこと 第４ 短期借入金の限度額、 。

短期借入金の限度額は、４億円とし、運営費交
付金の受入れが遅延する場合や予想外の退職手当
の支給等に用いるものとする。

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす
るときは、その計画
重要な財産等の処分等に関する計画の見込みは
ない。

第６ 剰余金の使途
・駐留軍等労働者の福利厚生施策の充実に係る経費
・広報関係施策の充実に係る経費
・職員の職場環境改善等に係る経費
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中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 1 4 年 度 計 画
第５ その他業務運営に関する重要事項 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 ３ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設・設備に関する計画
なし

人事に関する計画 ２ 人事に関する計画 人事に関する計画
(1) 方針

(1) 職員の計画的な人事交流と業務処理の工夫を ア 防衛庁／防衛施設庁との計画的な人事交流 ア 次年度の人事交流の計画について検討し、防衛庁
行うことにより、人員の適正な配置に努めるこ 及び「第１ ２ 業務運営体制の整備」の業 ／防衛施設庁と調整を行う。
と。 務・組織の見直しに応じた人員の適正な配置

を図る。
(2) 実務研修を充実させ、業務能率の向上を図る イ 年間研修計画を作成し、企業会計研修、労 イ 企業会計研修、労務管理業務研修等の実務研修を
こと。 務管理業務研修等の実務研修の充実による業 適時適切に行うことができるよう年間の研修計画を

務能率の向上を図る。 作成し、実施する。
(2) 人員に係る指標

期末の常勤職員数を期初の９７％とする。
（参考１）
① 期初の常勤職員数 ４０８人
② 期末の常勤職員数の見込み ３９６人
（参考２）中期目標期間中の人件費総額
中期目標期間中の人件費総額見込み
１１，３８２百万円
ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員
基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者
給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範
囲の費用である。


